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人口減少・少子高齢化が進む地方部で「移動サービスの持続可能性確保」を行うために
は、地域・業種をまたがり共通化・スケール化・新たな付加価値創出を行うことが重要

新しいモビリティサービスの社会実装に向けた道筋

①「共通化」による効率化

②「スケール化」による効率化

③データ基盤の構築・活用による「新たな付加価値創出」

• 移動サービスにおける車両・サービス・情報システム等の共通

化により、効率化を進め稼働率を高める※

• 域内移動サービスだけでなく他業種・他地域にも範囲を広げ
た連携を行い、共有の仕組みの構築することで、固定的な経
費を抑制※

• モビリティ等のデータ基盤の構築・活用により、第３者を含む
新たな付加価値を創出。それを地域に還元することで、グロー
バル・ローカルを循環する成長曲線（エコシステム）を構築

※将来、自動運転車両が普及すると、費用に占めるシステムの比率が高
まるため、共通化やスケール化の恩恵をより受けやすくなる

持続可能なモビリティサービスの実現に向けた課題と解決の方向性

※ データの利活用等を通じ、DXのためのコストやリスクを関係者で広く
シェアしつつ、①グローバルの付加価値からの還元、②地域内でのリ
ソースの最大活用を通じ、住民起点での一貫した持続的なサービスモ
デルを構築

• 人口や世帯数の増加を
背景とした公共交通の
拡充

• 公共交通の利用促進・担
い手確保

• 高齢化による免許返納に
伴う移動の代替案の確保

経
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模

拡
大

従来の社会 将来のあるべき姿

縮
小

現在の地域課題

局所（ローカル） 大域（グローバル）

サービス設計の視点

①＋②

③
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共同利用

3

効率化や付加価値創出を進めていく上では、様々な主体間の連携・調整が必要であり、
それらを担う役割（＝「MaaSコーディネーター」）の存在が重要となる

新しいモビリティサービスの社会実装に向けた道筋

交通サービス 交通サービス

現状：個別ごとでの運用 ①移動サービスの連携 ②異業種との連携

• 個別事業者単位でフロントサービス・
バックオフィスが設計

• 投資のスケールが発揮しにくく割高にな
りやすい（＝追加投資のリスク）

• 利用者から一体に見える移動サービス
（UI・UXを含む）の実現

• バックオフィス（事業実施主体・システ
ム）の連携による全体最適・調和

• 移動サービスと、移動目的となる他サー
ビスとのデータ・システム連携による、移
動サービス・連携先事業の事業性向上

③データ基盤の構築・活用

運行者 運行者

システム システム

旅客

• モビリティや連携先事業を横ぐしにして、
地域データ基盤を構築・活用

• 地域外や他分野に対し、蓄積されたモビ
リティデータから価値創出・地域に還元

交通サービス 他の移動

システム システム

貨物 移動先
サービス

システム

運行者
関係事業
運営者

運行者 交通
事業者

交通
事業者

交通
事業者

交通
事業者

交通
事業者

物流
事業者

交通
事業者

交通
事業者

異業種
・行政

共同利用

システム システム システム

連携

連携

連携 連携

移動および移動先サービス

実交通
システム

他サービス
システム

他分野・地域外

データ
提供

地域データ基盤

還元 データ
提供

還元

付加価値の創出 還元 連携

全体最適・調和に向けた連携促進主体「MaaSコーディネーター」

• ①～③を実現する上では、関係主体間の連携を促進し、具体的には以下のような役割を果たす主体「MaaSコーディネーター」が求められる
• 移動サービスの全体最適・調和に向けたデータ利活用の方針・手法の設計や、実現に向けた関係主体間の調整、また事業者間の
データ・システムの連携・形式共通化等の実施

• 異業種・異分野の連携に対するニーズのくみ取り、連携先から共有されたモビリティデータや地域内での連携基盤上のデータを活用した
分析の実施・第三者含めた付加価値の創出

• データ提供元に対し、創出された付加価値をベースに自身の業務プロセスを更新・効率化を進められるよう支援
• 「MaaSコーディネーター」は、地域内外の事業者・団体が担う場合もあれば、複数主体が連携・分担し上記役割を果たすことも想定される
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「地域や業種をまたがるモビリティデータ利活用推進事業」においては、特にレイヤー①～③
実現上のデータ・システム面における課題解決・ユースケース創出に挑戦する取組を支援

「地域や業種をまたがるモビリティデータ利活用推進事業」の方向性

スマートモビリティチャレンジでの対応関係現状

地域新MaaS創出推進事業
地域や業種をまたがる
モビリティデータ利活用推進事業
（本事業）

打ち手

• テーマA
他の移動との重ね掛けによる効率化

• テーマC
需要側の変容を促す仕掛け

• テーマB
モビリティでのサービス提供

• テーマD
異業種との連携による収益活用・付
加価値創出

• テーマE
モビリティ関連データの取得。交通・
都市施策との連携

• テーマ②
異業種間の
データ・システム連携

• テーマ③
地域データ基盤の
構築・活用

• テーマ①
移動サービス間の
データ・システム連携

交通事業者それぞれによる
最適化・サービス提供

実交通と移動目的側で
サービス・データの共有

地域データ基盤を活用した
最適化・第3者を含む
付加価値の創出・提供

• テーマA（混載等）

レイヤー②
異業種との連携

レイヤー③
地域データ基盤との

連携

レイヤー①
移動サービスの連携

協調領域における
協働体制の構築
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参考）「地域や業種をまたがるモビリティデータ利活用推進事業」のテーマイメージ

「地域や業種をまたがるモビリティデータ利活用推進事業」の方向性

⚫ 「地域や業種をまたがるモビリティデータ利活用推進事業」では、以下テーマに沿った実証実験等を通し、地
域住民やサービス利用者の生活の質及び地域に存在する様々なサービスの持続可能性を向上させる高
度なMaaS（新しいモビリティサービス）の実現、またそれを促進する「MaaSコーディネーター」の創出に取
組んでいただきます。

⚫ 本事業においては、目指す将来像の実現に向けて、以下の３つのテーマに沿って事業を実施いただきます。
テーマは１つだけでなく、２つまたは３つのテーマにまたがることが可能です。

テーマ

• テーマ②
異業種間の
データ・システム連携

• テーマ③
地域データ基盤の
構築・活用

• テーマ①
移動サービス間の
データ・システム連携

レイヤー②
異業種との連携

レイヤー③
地域データ基盤との

連携

レイヤー①
移動サービスの連携

• 移動目的地（購買・医療等）に関するサービス事業者と、移動
サービス事業者間のシステムやデータ連携における課題抽出

• データ連携による効率化効果の検証、分析結果を用いた業務更
新・改善 等

• 地域データ基盤の構築に向けた要件定義
• モビリティデータの分析による新たな付加価値の創出、創出付
加価値提供先の新規開拓 等

• 地域の交通サービスの効率化に向けた、複数の交通事業者間で
のバックエンドシステムやデータの連携・共通化の検証 等

取組イメージ
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参考）レイヤー①に関する昨年度の取組例
町内輸送に係るトータルコストの削減を目指した、町内の複数交通サービスの統合

レイヤー① 移動サービスの連携

共同輸送

【社会実装に向けた課題】
•企業・学校との運行方法や費用等の調整
•地域理解・受容性を高めるための継続的な取り組み(実証実験や座談会等)

【実験概要・結果】
•地域内の移動サービス（高頻度シャトルバス、オンデマンド交通、通勤・通学シャトルバス）を統合。
高速バス等を活用した町内外の貨客混載事業も併せて実施。
•結果、各種サービスの実現可能性は引き続き検証が必要ではあるが、実証実験と机上試算から、
財政負担軽減と移動サービス向上の両立が期待できる事を確認(赤字補填額が1.1倍に対し、利
用者数(=利便性)は約5.3倍に)

利
用
者
数

（
サ
ー
ビ
ス
）

90

現在

480

2,200

9,100

2,300

3,200

3,5002,000
200

採
算
性

(人/日)

(万円/年)

実装

約5.3倍

約1.1倍

他の収益

運賃収益

赤字補填

検証結果実証実験風景

(オンデマンド交通)

(貨客混載)

(サービス性と補填額の変化)
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参考）レイヤー②に関する昨年度の取組例：交通・物流データ連携による貨客混載の
事業性研究/改造車両を用いた交通事業者の収益多角化

レイヤー② 異業種との連携

移動販売

【社会実装に向けた課題】
•現状運行間隔に余裕のある路線にしか適さないが、移動時間を活用
した販売を可能にすれば、車両回転率の向上が見込める

【実験概要・結果】
•車両後方部分を店舗に改造したマルシェバスを活用運行し、路線の始
発点と終着点で商品販売を実施

•結果、商品販売により平均客数37人、約6万円/日の売上を獲得
（本格運行時の想定コスト及び利益率から算出した1日の売上目標
金額5.4万円をクリア。）

商品販売による
売上向上

実証結果（売上向上効果）

現状 実証時

約6万円/日

【社会実装に向けた課題】
• 収益モデルに合致する具体的な地域の探索・具体事業者との協働が
できれば社会実装に近づく

異業種との連携（旅客×物流）

【実験概要・結果】
• 物流事業者が抱える非効率配送地域の配送を地場のタクシー事業者
等にアウトソースする受給マッチングを提供するサービスをユースケースとし
て、サービスプロトタイプを構築。

• 物流と交通の既存データの組合せによる移動・物流の両需要を賄う走
行経路を算定できるモデルを構築するとともに、人口規模（3万2千
人）で約6,400人分以上の貨客混載需要を担保できれば、事業採
算性が確保できる可能性が高いことを確認

• 市で保有している公共交通データ
は提供可能

• 貨客混載は必要性な方向性と認
識

• データの連携は可能であり、貨客
混載の必要性は共感

自治体

企業
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参考）レイヤー③に関する昨年度の取組例
MaaSアプリユーザーを対象にした、データ取得の受容性確認

レイヤー③ 地域へのモビリティデータ組込

【今後の課題】
• 今期はMaaSアプリから取得可能なデータに限定されたため、今後は幅広い購買行動や、他事業
者が保有しているデータ（金融・ユーティリティ等）の入手方法の継続的な検討が必要

【取組概要・結果】
•パーソナルデータ（個人属性、移動履歴、クーポン閲覧・利用実績）の取得拡大に向けた受容性
を検証
•データ提供の見返りとして利用者が好む還元策を、インセンティブ有無・大小、活用方法を変更し
たいくつかのユースケースに対する意向を調査することで検討

データ取得拡大に向けた受容性検証


